
業務棚卸評価シート 1/4

23年度 24年度 25年度 14,135 14,135 15,715 15,715

1 総
物品購入契約及
び検収事務

法令に基づく適正な物品
購入契約手続の執行

事業者
及び関
係各課
かい

定
例
定
型

予算執行伺
い時の電子
化件数

１５０件 １６０件 １７０件 １８９件

地域集会施設の新設
等に合わせて増加し
た物品購入事務を適
宜実施しました。

Ａ
業
務
計
画

未 中 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

1
物品購入契約及
び検収事務

物品等の指名
業者の選定及
び見積依頼書
の送付事務
(80万円以下
物品)

見積依頼書の
送付件数

４５０件 ６４２件

物品等の指名
業者の選定及
び見積依頼書
の送付事務
(80万円以下
物品)

見積依頼書の
送付件数

５５０件

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

1
物品購入契約及
び検収事務

物品等の指名
業者の選定及
び指名通知書
の送付事務
(80万円超物
品)

指名通知書の
送付件数

１００件 １２６件

物品等の指名
業者の選定及
び指名通知書
の送付事務
(80万円超物
品)

指名通知書の
送付件数

１１０件

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

1
物品購入契約及
び検収事務

予定価格調書
の作成、入・
開札の執行及
び落札者の決
定、契約締結
等の事務(50
万以上物品)

予定価格調書
及び契約書等
の作成件数

各２００
件

２３０件

予定価格調書
の作成、入・
開札の執行及
び落札者の決
定、契約締結
等の事務(50
万以上物品)

予定価格調書
及び契約書等
の作成件数

各２１０
件

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

1
物品購入契約及
び検収事務

伝票処理及び
業者発注等の
事務

支出負担行為
書の作成件数

１，３０
０件

２，４５
６件

伝票処理及び
業者発注等の
事務

支出負担行為
書の作成件数

２，２０
０件

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

1
物品購入契約及
び検収事務

納入物品の検
収、検収調書
及び支出命令
書の作成事務

支出命令書の
作成件数

２，５０
０件

２，４５
６件

納入物品の検
収、検収調書
及び支出命令
書の作成事務

支出命令書の
作成件数

２，２０
０件

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

1
物品購入契約及
び検収事務

物品の一括購
入取りまとめ
及び発注、検
収、配布、支
出命令書の作
成事務

一括購入支出
負担行為書作
成件数

１，２０
０件

７１２件

物品の一括購
入取りまとめ
及び発注、検
収、配布、支
出命令書の作
成事務

一括購入支出
負担行為書作
成件数

７００件

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

2 総
電子入札システ
ムの運用

県内の自治体がデータを
共有することにより、公
平・公正な入札事務を行
うためシステムを効果的
に利用する。

県・関
係市

町、事
業者

定
例
定
型

電子入札の
割合（％）

８９．２％ ９２．３％ ９５．６％ 13,558 ９５．２

システム改良のため
関係自治体等と綿密
に打ち合わせを行い
ました。

Ａ 15,171

業
務
計
画

未 中 高 高
現状維

持
なし

維
持

2
電子入札システ
ムの運用

県市町村電子
自治体共同運
営協議会電子
入札事業部会
への参加

事業部会への
参加回数

年４回 年２回

県市町村電子
自治体共同運
営協議会電子
入札事業部会
への参加

事業部会への
参加回数

年４回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

2
電子入札システ
ムの運用

県市町村電子
自治体共同運
営協議会電子
入札事業部会
連絡会への参
加

担当者連絡会
への参加回数

年８回 年３回

県市町村電子
自治体共同運
営協議会電子
入札事業部会
連絡会への参
加

担当者連絡会
への参加回数

年８回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

2
電子入札システ
ムの運用

電子入札共同
システム運用
等に係る経費
（委託料等）
の支出

経費（委託料
等）の支出

年４回 年４回 13,558

電子入札共同
システム運用
等に係る経費
（委託料等）
の支出

経費（委託料
等）の支出

年４回 15,171

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

2
電子入札システ
ムの運用

電子入・開札
の実施

電子入・開札
システムの実
施件数

２５０件 ２８５件
電子入・開札
の実施

電子入・開札
システムの実
施件数

２７０件

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

2
電子入札システ
ムの運用

入札参加希望
者の募集、申
請書配布の配
布事務

募集時期
４月から
随時

４月から
随時

入札参加希望
者の募集、申
請書配布の配
布事務

募集時期

随時申請
は４月か
ら。定期
申請は１
０月から

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

2
電子入札システ
ムの運用

入札参加者認
定申請書の受
理及び審査・
登録等の事務

入札参加者認
定申請書の受
理件数

３，００
０件

２，２３
７件

入札参加者認
定申請書の受
理及び審査・
登録等の事務

入札参加者認
定申請書の受
理件数

６，００
０件

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

3 総
工事に係る契約
事務

法に基づく適正な工事契
約手続きの執行

事業者
及び関
係各課
かい

定
例
定
型

指導回数 ６回 ７回 ８回 ６回

四半期ごとの発注時
期の確認以外にも細
かく工事主管課に指
導を行いました。

Ａ
業
務
計
画

未 中 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

3
工事に係る契約
事務

指名業者の選
定及び一般競
争入札の資格
要件案作成

発注工事の依
頼件数

１８０件 １９７件

指名業者の選
定及び一般競
争入札の資格
要件案作成

発注工事の依
頼件数

２００件

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

契約検査課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

必要性予算内訳（千円）

改善の内容活動

業務
計画

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

事業の改善提案

効率的で公正に入札・契約を執行する

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量
②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

活動
③
成
果

実績値

契約検査課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

事後評価

事業の指
標の達成

状況

活動指標の名称
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契約検査課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

必要性予算内訳（千円）

改善の内容活動

業務
計画

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

事業の改善提案

効率的で公正に入札・契約を執行する

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量
②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

活動
③
成
果

実績値

契約検査課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

事後評価

事業の指
標の達成

状況

活動指標の名称

3
工事に係る契約
事務

予定価格調書
の作成、入・
開札の執行及
び落札者の決
定、契約締結
等の事務

予定価格調書
及び契約書の
作成件数

各１８０
件

各１９７
件

予定価格調書
の作成、入・
開札の執行及
び落札者の決
定、契約締結
等の事務

予定価格調書
及び契約書の
作成件数

各２００
件

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

3
工事に係る契約
事務

伝票処理及び
業者発注等の
事務

支出負担行為
書の作成件数

各１８０
件

各１８２
件

伝票処理及び
業者発注等の
事務

支出負担行為
書の作成件数

各２００
件

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

3
工事に係る契約
事務

支出命令書の
作成事務

支出命令書の
作成件数

１８０件 １８２件
支出命令書の
作成事務

支出命令書の
作成件数

２００件

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

3
工事に係る契約
事務

工事発注の進
行管理

工事発注の平
準化について
指導

６回 ６回
工事発注の進
行管理

工事発注の平
準化について
指導

７回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

3
工事に係る契約
事務

変更契約に関
する指導

工事変更契約
のガイドライ
ンの検証

平成２４
年１月ま
で

平成２４
年１月ま
でに実施

変更契約に関
する指導

工事変更契約
のガイドライ
ンの検証

平成２５
年１月ま
で

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

4 総
制限付き一般競
争入札への移行

法に基づく適正な契約手
続きの執行

事業者

定
例
定
型

制限付き一
般競争入札
の割合
（％）

４３．０％ ４５．０％ ４８．０％
５１．０

３％

工事契約は２４年度
から１３０万円超の
案件に拡大すること
とするなど成果が上
がっています。

Ａ 未 中 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

4
制限付き一般競
争入札への移行

制限付き一般
競争入札の継
続実施

実施

設計金額
３００万
円以上
(工事)

設計金額
３００万
円以上
(工事)

制限付き一般
競争入札の継
続実施

実施

設計金額
１３０万
円超(工
事)

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

有 有り 24

物品（予算金額５，
０００万円以上が対
象）について引き下
げを検討、実施。

予
算
な
し

4
制限付き一般競
争入札への移行

入札契約制度
検討委員会へ
の提案

制度の検証 １月 １月
入札契約制度
検討委員会へ
の提案

制度の検証
必要に応
じた回数

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

4
制限付き一般競
争入札への移行

入札契約制度
検討委員会

委員会の開催 １月 １月
入札契約制度
検討委員会

委員会の開催
必要に応
じた回数

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

5 総
総合評価落札方
式

法に基づく適正な契約手
続きの執行

事業者

定
例
定
型

実施件数 ９件 １０件 １１件 28 ７件

目標値は達成できま
せんでしたが、工事
主管課と実施に向け
綿密に協議を行いま
した。

Ｂ 127

業
務
計
画

未 中 高 高
現状維

持
なし

維
持

5
総合評価落札方
式

試行の実施 試行 ９件 ７件 28 試行の実施 試行 １０件 127

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

5
総合評価落札方
式

入札契約制度
検討委員会

委員会の開催 ３月 ２月
入札契約制度
検討委員会

委員会の開催 ３月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

5
総合評価落札方
式

ガイドライン
の検証

見直し
平成２４
年１月ま
で

平成２４
年３月ま
で

ガイドライン
の検証

見直し
平成２５
年１月ま
で

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

5
総合評価落札方
式

審査会議の運
営

審査会議の検
証

３月 ３月
審査会議の運
営

審査会議の検
証

３月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

6 総
透明性等を確保
する契約方法の
徹底の指導

法に基づく適正な契約手
続きの執行について指導
し公平性・公正性・透明
性の確保を図る。

関係各
課かい

政
策

全庁的な周
知及び指導
の回数

５回 ５回 ５回 ５回

各課への出前講座、
全庁的な研修、個別
指導に注力しまし
た。

Ａ
業
務
計
画

未 中 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

6

透明性等を確保
する契約方法の
徹底の指導

随意契約の見
直しについ
て、指導

指導回数（研
修含む）

年５回 年５回

適正な契約事
務手続につい
て周知及び指
導

指導回数（研
修含む）

年５回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

7 総
小規模修繕契約
希望者登録事業

市内の入札参加未登録事
業者に公共事業（50万円
以下の修繕事業）の受注
機会を拡大し、市内の経
済活性化を図る。

市内事
業者

定
例
定
型

小規模修繕
発注件数

３３４件 ３７３件 ４１１件 ３５４件

登録名簿の掲載方法
を改良し、担当課が
より使いやすくなる
よう工夫をしまし
た。

Ａ 未 中 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 14,135 14,135 15,715 15,715

契約検査課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

必要性予算内訳（千円）

改善の内容活動

業務
計画

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

事業の改善提案

効率的で公正に入札・契約を執行する

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量
②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

活動
③
成
果

実績値

契約検査課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

事後評価

事業の指
標の達成

状況

活動指標の名称

7
小規模修繕契約
希望者登録事業

小規模修繕契
約希望者登録
の定期申請及
び随時申請の
受付

登録の受付 １５件 ６件

小規模修繕契
約希望者登録
の定期申請及
び随時申請の
受付

登録の受付 ８１件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

7
小規模修繕契約
希望者登録事業

小規模修繕契
約希望者登録
業者の公表

イントラ及び
情報公開コー
ナーへの公表

必要に応
じた回数

５回
小規模修繕契
約希望者登録
業者の公表

イントラ及び
情報公開コー
ナーへの公表

必要に応
じた回数

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

7
小規模修繕契約
希望者登録事業

小規模修繕契
約希望者登録
業者への発注
の促進

文書管理シス
テムによる啓
発

年４回 ４回

小規模修繕契
約希望者登録
業者への発注
の促進

文書管理シス
テムによる啓
発

年４回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

7
小規模修繕契約
希望者登録事業

小規模修繕契
約希望者登録
システムの改
善

システムの事
務手続きの検
証

１２月 １２月

小規模修繕契
約希望者登録
システムの改
善

システムの事
務手続きの修
正（見直し）

８月
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

8 総 工事検査事務

契約書･仕様書及び設計
図書･その他関係書類に
基づき、給付の完了の確
認及び工事成績評定等を
行う。

事業者
及び関
係各課
かい

定
例
定
型

委託件数 ３３ ３３ ３３ 0 ０件

検査の委託は再任用
職員が配置されたた
め０件となりました
が、検査体制の充実
が図れました。

Ａ
業
務
計
画

未 中 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

8 工事検査事務

工事出来高報
告書に基づく
検査の実施回
数

検査実施回数 １０件 １８件

工事出来高報
告書に基づく
検査の実施回
数

検査実施回数 １０件

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

8 工事検査事務
工事完了届に
基づく検査の
実施回数

検査実施回数 ２００件 ２０６件 0
工事完了届に
基づく検査の
実施回数

検査実施回数 １９０件

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

8 工事検査事務
会計検査等の
受検調整回数

受検回数 ５回 ４回
会計検査等の
受検調整回数

受検回数 ５回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

8 工事検査事務
事業者及び担
当課への検査
結果通知

通知件数 ２００件 ２０６件
事業者及び担
当課への検査
結果通知

通知件数 １９０件

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

8 工事検査事務
積算基準書及
び単価表の改
訂等の周知

基準書等の周
知回数

４回 ９回
積算基準書及
び単価表の改
訂等の周知

基準書等の周
知回数

４回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

8 工事検査事務
定期、臨時調
査の契約・と
りまとめ回数

臨時調査等の
契約・とりま
とめ回数

４回 ４回
定期、臨時調
査の契約・と
りまとめ回数

臨時調査等の
契約・とりま
とめ回数

４回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

9 総
本市の契約制度
の信頼性向上の
取組

入札・契約制度の透明
性・競争性を高め、事業
の適切、且つ効率的な執
行を確保するため、制度
のあり方を検討する。

関係各
課かい

定
例
定
型

専門の会議
の開催回数

３１回 ３１回 ３１回 ５７回

それぞれの会議は予
定どおり実施してお
り、成果が上がって
います。

Ａ
業
務
計
画

未 中 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

9

本市の契約制度
の信頼性向上の
取組

入札契約制度
検討委員会の
開催

委員会の開催
回数

年２回 年２回
入札契約制度
検討委員会の
開催

委員会の開催
回数

必要に応
じた回数

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

9

本市の契約制度
の信頼性向上の
取組

公共工事低入
札価格調査委
員会の開催

委員会の開催
回数

必要に応
じた回数

年２回
公共工事低入
札価格調査委
員会の開催

委員会の開催
回数

必要に応
じた回数

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

9

本市の契約制度
の信頼性向上の
取組

公正入札調査
委員会の開催

委員会の開催
回数

必要に応
じた回数

年２回
公正入札調査
委員会の開催

委員会の開催
回数

必要に応
じた回数

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

9

本市の契約制度
の信頼性向上の
取組

工事成績評定
基準等検討会
議の開催

検討会議の開
催回数

年２回 年６回
工事成績評定
基準等検討会
議の開催

検討会議の開
催回数

必要に応
じた回数

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

9

本市の契約制度
の信頼性向上の
取組

公共工事コス
ト縮減対策検
討会議の開催

検討会議の開
催回数

必要に応
じた回数

年０回
公共工事コス
ト縮減対策検
討会議の開催

検討会議の開
催回数

必要に応
じた回数

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

9

本市の契約制度
の信頼性向上の
取組

選考会議（第
１会議）の開
催

開催回数 年２５回 年１５回
選考会議（第
１会議）の開
催

開催回数 年２５回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 14,135 14,135 15,715 15,715

契約検査課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

必要性予算内訳（千円）

改善の内容活動

業務
計画

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

事業の改善提案

効率的で公正に入札・契約を執行する

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量
②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

活動
③
成
果

実績値

契約検査課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

事後評価

事業の指
標の達成

状況

活動指標の名称

9

本市の契約制度
の信頼性向上の
取組

選考会議（第
２会議）の開
催

開催回数 年１０回 年８回
選考会議（第
２会議）の開
催

開催回数 年８回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

9

本市の契約制度
の信頼性向上の
取組

選考会議（第
３会議）の開
催

開催回数 年３０回 年２２回
選考会議（第
３会議）の開
催

開催回数 年３０回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

10 総
契約制度の調査
研究

契約制度の信頼性等を保
つため、最新事例の調査
研究等を行う。

関係地
方公共
団体等

定
例
定
型

協議会等の
参加回数

１５回 １５回 １５回 ８回

目標とした指標は達
成できなかったが、
開催された会議には
参加しており今後の
成果が見込めます。

Ｃ 未 中 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

10
契約制度の調査
研究

湘南５市物品
契約担当者連
絡協議会への
参加

参加回数 年２回 年２回

湘南５市物品
契約担当者連
絡協議会への
参加

参加回数 年２回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

10
契約制度の調査
研究

湘南６市契約
事務研究会へ
の参加

参加回数 年３回 年２回
湘南６市契約
事務研究会へ
の参加

参加回数 年３回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

10
契約制度の調査
研究

神奈川県ＣＡ
ＬＳ／ＥＣ推
進協議会幹事
会等への参加

参加回数
必要に応
じた回数

年０回

神奈川県ＣＡ
ＬＳ／ＥＣ推
進協議会幹事
会等への参加

参加回数
必要に応
じた回数

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

10
契約制度の調査
研究

神奈川県契
約・検査等主
管課長連絡協
議会の開催

協議会の参加
回数

年２回 年２回

神奈川県契
約・検査等主
管課長連絡協
議会の開催

協議会の参加
回数

年２回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

10
契約制度の調査
研究

湘南地区検査
等担当者連絡
協議会への参
加

参加回数 年２回 年２回

湘南地区検査
等担当者連絡
協議会への参
加

参加回数 年２回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

11 総
契約規則の見直
し

契約事務を適正に執行す
るためのルール作りを検
討し改正する。

各課か
い

定
例
定
型

契約事務マ
ニュアル等
の周知回数

２回 ２回 ２回 ２回

契約規則を２回改正
し、契約約款のひな
形を作成するなど効
果が出ています。

Ａ
業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

11
契約規則の見直
し

素案の作成及
び関連する規
程等の整備

期限 1２月 ３月
素案の作成及
び関連する規
程等の整備

期限 1２月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

11
契約規則の見直
し

例規等審査会
提出に向け文
書法務課と調
整

期限 ２月 ２月

例規等審査会
提出に向け文
書法務課と調
整

期限 ２月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動・津波
等に伴う諸現象による同
時多発的災害が発生した
場合に、被害を軽減し、
応急対策活動を課として
迅速的確に対処する。

全市民
等

定
例
定
型

未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

部の災害応急
対策活動マ
ニュアルにお
ける課（班）
の活動内容の
検証及び見直

マニュアルの
検証及び見直
し

４月 ４月

部の災害応急
対策活動マ
ニュアルにお
ける課（班）
の活動内容の
検証及び見直

マニュアルの
検証及び見直
し

４月
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

災害時におけ
る燃料の調達
に関する協定
に基づく燃料
の調達（災害
発生時）

協定先４団体
への供給の要
請

随時 随時

災害時におけ
る燃料の調達
に関する協定
に基づく燃料
の調達（災害
発生時）

協定先４団体
への供給の要
請

随時
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

災害時におけ
る災害対策用
物品の調達
（災害発生
時）

本部の要請に
基づき必要物
資を調達

随時 随時

災害時におけ
る災害対策用
物品の調達
（災害発生
時）

本部の要請に
基づき必要物
資を調達

随時
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888 総 庁内共通事務

定
例
定
型

549 549 417 417 未 中 高 高
現状維

持
なし

維
持


